
国の第 4期介護保険事業計画の策定に関する考え方について 

１ 介護保険事業計画 

  介護保険事業における保険給付の円滑な提供が確保されるよう、国は基本指針を定め、
それに沿って市町村介護保険事業計画・都道府県介護保険事業支援計画が策定される。 

２ 第４期介護保険事業計画（平成 21～23年度）について 

※以下については、現時点で考えられる事項を整理したもので今後変更がありうる。 

(1) 第 4期介護保険事業計画の位置付け 

第 4 期(平成 21 年度～23 年度)の介護保険事業計画は、第 3 期計画の策定に際し
て、市町村が設定した平成 26 年度の目標に至る中間段階の位置付けという性格を有
するものとして策定する。 

(2) 第 4期計画の課題 

第 4 期計画期間においては、2015 年(平成 27 年)の高齢者介護のあるべき姿を念
頭に置きながら、介護給付等対象サービスを提供する体制の確保及び地域支援事業
の実施に関する取組みをより一層推進することが必要である。 

療養病床の再編成に当たっては、地域ケア体制整備構想における療養病床転換推
進計画の内容等を第４期計画に適切に反映するとともに、地域における療養病床に
入院している高齢者の状態に相応しい医療・介護サービスが提供されるよう、療養
病床から介護保険施設等への転換を進めることが必要である。 

(3) 平成２６年度目標値の設定の考え方 

第3期の策定に際して、国が示した平成26年度目標値の設定の考え方については、
第 4期計画においても変更しないこととする。 

このため、第 4 期計画の策定に当っては、それぞれの事項ごとに、第 3 期計画策
定の際に市町村が設定した平成 26 年度の目標を基本としつつ、直近の現状を踏まえ
た適切な補正を行うことが必要である。 

また、医療療養病床から介護保険施設等への転換に伴う介護給付対象サービスの
利用者数及び介護保険施設等の入所定員数の増加分については、目標値の外数とし
て取り扱うこととする。 

(4) 老人保健計画の廃止について 

今般の医療構造改革により、平成 20 年 4 月から、老人保健法における保健事業は
廃止されることになったことに伴い、第 4 期計画については、老人福祉計画と一体
のものとして作成することになるが、介護保険事業計画において介護予防の見込み
量等を定めるに当たっては、医療法の規定による医療計画、健康増進法の規定によ
る健康増進計画等との調和が保たれたものとする必要がある。 














